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Ⅰ 調査の設計 

◆調査の目的 
 現在、行政においては、少子高齢・人口減少の進展のなかで、誰もが地域づくりの主人公として活躍で

きる地域共生社会の実現を目標とし、地域コミュニティの再生と包括的な相談支援体制づくりに向けた施

策を展開している。 
この「福祉に関する県民意識調査」は、県民が自らの暮らしをどう見つめ、家族・家庭あるいは地域と

の関わりをどのように捉え、また行政に何を望んでいるかについて、５年ごとにその意識を明らかにする

ものである。また、調査を通して、地域共生社会の実現に向けた可能性や課題を探り、長野県社会福祉協

議会事業の改善や各方面への課題提起や提言に活かすために実施する。 
 
◆調査の設計 

◆調査対象   県内に住む１８歳以上の男女２５００人 

◆抽出方法 層化三段無作為抽出法。県下“有権者の縮図”となるように、東北中南の４地

域に分け、一定のルールで選定した市町村の選挙人名簿をもとに抽出した。 

◆調査方法 郵送（一部ﾌｧｸｽ・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ） 

◆調査地点   ４６市町村（１９市１４町１３村） 

◆調査時期   平成３０（２０１８）年６月２６日～８月１日 

◆有効回答   １３８４人  ５５．４％（男性 ５９２人 女性 ７９２人） 

        回収内訳  郵送 １１３８人 （82.2％） 

              ﾌｧｸｽ   ９５人 （ 6.9％） 

              ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ １５１人 （10.9％） 

◆調査主体 社会福祉法人長野県社会福祉協議会 

  一般社団法人長野県世論調査協会 

◆調査協力   社会福祉法人長野県共同募金会 

        公立大学法人長野大学 

 

◇本調査の費用には、共同募金配分金が活用されています。 

＜注＞ 

①標記について、文中では下記のように表記している。 

調査名 略称 

平成 20(2008)年調査 2008年調査 

平成 25(2013)年調査 2013年調査 

平成 30(2018)年調査 今回調査 

②報告書のパーセント数字は小数点第 2位を四捨五入。合計が 100にならない場合がある。 
③文中のパーセント数字は原則として小数点以下を四捨五入した。 
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 回収サンプルの内訳  

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

【性別と年代】
合計 18歳～20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

1384 116 135 210 258 333 332
100.0 8.4% 9.8% 15.2% 18.6% 24.1% 24.0%
592 44 53 93 112 142 148

42.8% 3.2% 3.8% 6.7% 8.1% 10.3% 10.7%
792 72 82 117 146 191 184

57.2% 5.2% 5.9% 8.5% 10.5% 13.8% 13.3%

全体

男性

女性

3.2% 3.8%
6.7% 8.1%

10.3% 10.7%

5.2% 5.9%
8.5%

10.5%
13.8% 13.3%

0%

5%

10%

15%

20%

18歳～20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

男性 女性

【職業】
事務系・技術系従事者 261 18.9%
現業系・サービス系従事者 169 12.2%
役員・管理職・自由業 89 6.4%
商工・自営業 72 5.2%
農・林・漁業 86 6.2%
専業主婦・主夫 191 13.8%
パート・アルバイト 226 16.3%
学生 27 2.0%
無職 233 16.8%
その他 16 1.2%
不明 14 1.0%

事務系・

技術系

従事者
18.9% 現業系・

サービス系

従事者
12.2%

役員・

管理職・

自由業
6.4%

商工・

自営業
5.2%農・林・漁業

6.2%

専業

主婦・

主夫
13.8%

パート・

アルバイト
16.3%

学生
2.0%

無職
16.8%

その他
1.2%

不明
1.0%

【地域性】
市街地 271 19.6%
住宅地・郊外 669 48.3%
農村・中山間地域 433 31.3%
不明 11 0.8%

市街地
19.6%

住宅地・

郊外
48.3%

農村・

中山間地域
31.3%

不明
0.8%

【地域】
北信 443 32.0%
東信 269 19.4%
中信 331 23.9%
南信 340 24.6%
不明 1 0.1%

北信
32.0%

東信
19.4%

中信
23.9%

南信
24.6%

不明
0.1%
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【市郡】
長野市 255 18.4%
松本市 142 10.3%
その他市部 693 50.1%
郡部 293 21.2%
不明 1 0.1%

長野市
18.4%

松本市
10.3%

その他市部
50.1%

郡部
21.2%

不明
0.1%

【居住年数】
3年以内 97 7.0%
4年～10年 174 12.6%
11年～25年 335 24.2%
26年以上 765 55.3%
不明 13 0.9%

3年以内
7.0%

4年～10年
12.6%

11年～25年
24.2%

26年以上
55.3%

不明
0.9%

【結婚】
既婚 1018 73.6%
未婚 239 17.3%
離婚・死別 110 7.9%
不明 17 1.2%

既婚
73.6%

未婚
17.3%

離婚・死別
7.9%

不明
1.2%

【同居している家族】
あなた一人だけ 125 9.0%
夫婦だけの世帯 393 28.4%
親と同居の二世代世帯 249 18.0%
子どもと同居の二世代世帯 372 26.9%
親・子・孫の三世代世帯 184 13.3%
その他 48 3.5%
不明 13 0.9%

あなた

一人だけ
9.0%

夫婦だけの

世帯
28.4%

親と同居の

二世代世帯
18.0%

子どもと

同居の

二世代世帯
26.9%

親・子・孫の

三世代世帯
13.3%

その他
3.5%

不明
0.9%
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【同居している65歳以上の家族】
0人 670 48.4%
1人 518 37.4%
2人 146 10.5%
3人以上 30 2.2%
不明 20 1.4% 0人

48.4%

1人
37.4%

2人
10.5%

3人以上
2.2%

不明
1.4%

【暮らし向き】
上の上 9 0.7%
上の下 39 2.8%
中の上 525 37.9%
中の下 532 38.4%
下の上 193 13.9%
下の下 54 3.9%
不明 32 2.3%

上の上
0.7% 上の下

2.8%

中の上
37.9%

中の下
38.4%

下の上
13.9%

下の下
3.9%

不明
2.3%
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Ⅱ 調査結果のポイント 

長野大学社会福祉学部 准教授 合田盛人 

長野県社会福祉協議会 総務企画部 

 

 

平成 24（2012）年 8 月に公布された社会保障制度改革推進法第 2 条（基本的な考え方）

で、これからの社会保障制度改革は、自助、共助及び公助が最も適切に組み合わされるよ

う留意しつつ、国民が自立した生活を営むことができるよう、家族相互及び国民相互の助

け合いの仕組みを通じてその実現を支援していくことと謳われている。いわゆる自助(自分

自身の支え)、互助(家族や身近な人々との支え合い)、共助・公助(地域社会の多様な社会

資源や行政による制度)の仕組みづくりが基本となり重要とされている。このような福祉施

策をふまえ、今回の調査結果から明らかとなったポイントを以下に抜粋する。 

 

○ 高齢期の生活の支えについては「自助」である「自分自身で支える」という回答が増加

している。 

老後に関しては「可能な限り自宅で介護を受けたい」が減少し、施設等に入所して介護

を受けることを希望する人が 2008 年調査以降初めて全体の 5 割を超えているように、「互

助」よりも「共助・公助」の意識が高くなっている。この傾向は、地域での支え合いや助

け合いについて「助け合う」ことが望ましいという回答が 6 割以上あるのに対し、実際に

助け合っていると答えたのは 3 割に満たないといった回答にも関連していると考えられる。        

このことは、何らかの生活課題に対して、自分で何とかする、何とかならない時は行政

に頼るということになろう。各方面から指摘されているとおり、核家族化や社会化により

家族、親族、近隣との関係が希薄化しており、自分と社会との中間レベルでの相互扶助が

ますます低下していることが危惧される結果となった。 

 

○ ボランティア・NPOへの関心については、2008年以降低下傾向であったが、今回調査で

は、20代において関心が高まっていることが明らかとなった。 

ボランティア活動や NPO活動に参加している（したことがある）かという質問でも、「あ

る」と答えた 18 歳～20 代が全世代をとおして最も多く、今後の互助活動に若年層の参入

が期待され、希望を感じるところである。 

 

○ 「生活困窮者支援」という観点から、福祉のイメージ、ボランティア活動、地方公共団

体への期待など各調査回答をみていくと生活困窮者への意識や活動は少数意見であること

がうかがえる。さらに、食の支援としての子ども食堂や子どもカフェなどの認知も低い。

現在、子ども食堂は単に食の支援ということだけではなく、地域によっては、おうち食堂、

だれでも食堂といわれるものに応変しており、学習支援や居場所づくりなど提供内容が多

様なニーズに対応し、対象者も子どもに限定されるものではなくなっている。 

しかし、そのようになればなるほど、実際の福祉現場と県民との福祉意識の格差が大き

くなっていってしまうことが危惧される。これらのことの対策を講じる際に、福祉情報が
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紙媒体からメディアに移行している傾向がうかがえる調査結果から、今後はいかに福祉情

報を発信し、より的確に県民に受信され、福祉意識の向上を図っていくかが喫緊の課題で

あろう。 

 

○ 今回の統計解析では、回収された標本についてしっかりと把握することに努め、前回、

前々回の標本との比較も行ったが、あくまでも標本における単純比較で、記述統計の範疇

であり、推測統計にまで至っていないことを付記しておく。 

 

Ａ 福祉への関心について 

○ 回答の中から「かなり関心がある」と「まあ関心がある」について、今回の調査と 2008、

2013年調査の結果を比較したところ、「かなり関心がある(23%)」「まあ関心がある(62%)」

を合計すると、85％となり、これまでとほぼ同様の割合であった。 

今回調査の特徴としては、18歳～20代において「関心がある」割合が前回、前々回より

高くなっていることがあげられる。 

  

○ 福祉に対するイメージについて、「（やや）そう思う」という回答が多く見られたのは「暮

らしやすい社会を築くこと(95%)」、「身体面での援助をすること(90%)」、「援助の施設や制

度を整備すること(90%)」で 9割を超えた。 

一方で「（あまり）そうは思わない」という回答が多く見られたのは「経済的に困ってい

る時に援助する(18%)・される(19%)こと」という項目であり、生活困窮という問題への認

識が相対的に低くなっていると考えられる。 

 

○ 社会福祉に関する情報収集の手段については、「インターネット(19%)」が大きく増加し

ているが、その他のほとんどは横ばいか低下しており、特に「県・市町村の広報誌(53%)」

の低下が大きい。紙媒体離れが指摘される昨今の社会状況がそのまま表れた結果となって

いるが、「テレビ・ラジオ(68%)」については 2008、2013年調査と同様に若い世代を含めて

最もポイントが高くなっているのは特徴的である。 

全体合計 18～20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上 
2008 86.9 70.4 82.5 85.0 84.3 92.2 93.7
2013 83.4 66.0 76.7 79.8 83.2 87.9 91.8
2018 84.6 71.5 71.9 78.1 87.2 91.3 89.7

50
55
60
65
70
75
80
85
90
95

100

％
 

図1 福祉への関心 
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Ｂ 生きがいやボランティアについて 

○ ボランティア・NPOへの関心について「かなり関心がある(10%)」「まあ関心がある(52%)」

を合計すると 62％となり、2008年の調査以降減少傾向にある。 

一方で、2013年調査ではおおむね若い世代ほど関心が低いという傾向があったが、今回

調査では 70代、60代に続いて 20代の関心が高くなったことが特徴的である。 

  
 

○ 「ボランティア活動や NPO活動に参加している（したことがある）」という質問では、「あ

る」と答えた 18歳～20代が 41％と全世代をとおして最も多かった。参加したきっかけと

しては「参加する機会を与えられて(87％)」が特に高かった一方、「自発的な意思で(30％)」

は低くなっている。 

このことから、学校や地域等での活動においてボランティア活動や NPO活動の参加の機

会が増加したことが、自発性の有無はともかく、関心を高める要因となったのではないか

と考えられる。 

 

 

○ 「今後、参加したい活動」については、18歳～20代においては「教育、文化、スポーツ

振興に関する活動(39%)」や「子育て（乳幼児）に関する活動(38%)」に関心が高くなって

いる。 

全体合計 18～20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上 
2008 72.2 55.6 67.8 74.7 66.9 77.4 79.9
2013 67.8 58.5 63.1 59.6 66.1 71.3 80.7
2018 61.5 56.9 48.9 55.7 56.6 68.2 69.3

40
45
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55
60
65
70
75
80
85
90

%
 

図2 ボランティア・NPOへの関心 

全体合計 18～20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上 
2008 32.3 27.2 23.8 39.1 28.6 38.4 29.6
2013 30.5 30.9 22.2 26.0 30.9 35.4 33.2
2018 29.6 40.5 27.4 29.5 25.2 29.4 30.1

0
5

10
15
20
25
30
35
40
45
50

％
 

図3 ボランティア・NPOへの参加 
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また、「子どもの居場所づくりを推進する取り組みについて」は、「関心はあるが参加し

たことはない(33%)」、「身近な取り組みを知らない(38%)」の合計が全体の 7割を占めてお

り、世代ごとの関心に合わせて参加しやすい機会づくりに取り組む必要がある。 

 

Ｃ あなたや、家族の福祉の課題について 

○ 要介護（要支援）認定者数は年々増加しているが、「家族の介護をした経験がある(49.9%)」

という回答は 5割を切っており、介護の社会化の進展がうかがえる。 

また、「介護をした相手」について、「配偶者(9%)」と答えた方のうち 70歳以上の割合が

19％と 2013年調査に比べて 5ポイント増加しており、老々介護の増加がうかがえる。 

 

○ 「高齢期の生活の支えについて、中心となるべきものは何か」を聞いたところ、「家族の

支え(38%)」が低下傾向で、「自分自身での支え(22%)」が大幅に増加している。 

また、老後は、「可能な限り自宅で介護を受けたい(25%)」が 5ポイント減り、施設等に

入所して介護を受けることを希望する人が2008年調査以降初めて全体の5割を超えている。 

自助、互助、共助・公助の充実が目標とされているが、この調査結果から、自助で可能

な限り頑張り、自宅での生活が困難になったら施設入所等の公的支援・サービスを利用す

るという利用者意識が読み取れる。 

 

Ｄ 地域のつながりについて 

○ 地域での支え合いや助け合いについては、60％以上が「助け合う」ことが望ましいとし

つつも、実際に助け合っていると答えたのは 25％となっている。互助の意識は高いものの、

実際の助け合い・支え合いにつながっていないという現状があることがわかった。このギ

ャップを埋める為の環境整備が重要である。 

 

○ 「10年前と比較して地域のつながりが（やや）強くなっている」と感じているのはわず

か 10％であった。また、「変わらない」は 41％。「（やや）弱くなっている」は 28％であっ 

た。  

強くなっている 1.9％ 

やや強くなっている 7.7％ 

変わらない 41.3％ 

やや弱くなっている 27.9％ 

弱くなっている 19.0％ 

  

○ 地域との付き合いや、行事活動への参加については地域差が顕著であり、「地域の方々と

よく（ある程度）付き合っている」「地域の行事や活動に参加する」との回答が中南信にお

いては北信よりも約 10ポイント高くなっている。ボランティア・NPO活動への関心や参加

についても同様に北信・東信に比べ、中・南信が高くなっている。 

 

Ｅ あなたがお住まいの地域で、困っていることについて 

○ 家庭生活での困りごとや悩みについて、各世代で一番多くあげられているのは、以下の
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とおりであった。 

18歳～20代、40代 「雇用・就労に関すること」 

30代 「子育てに関すること」 

50代 「介護に関すること」 

60代、70歳以上 「病気や健康に関すること」 

 

○ 「地域で困りごとや悩みを抱えている方はいますか」という問いについては、35％（3

人に 1人）が近隣住民等の何らかの悩みを把握していると回答をしている。その内容は「介

護」「病気や健康」に関することが 15％、次いで「雇用・就労(9%)」「生活費(9%)」に関す

ること。また、「子育てに関すること(5%)」「ひきこもり・不登校(4%)」となっている。 

 

○ 地域の悩みを把握している方のうち「困りごとを相談しても、解決が難しいと感じる状

態の方がいる」との回答が 95名あり、有効回答 1,384人のうち 7％となっている。このよ

うな困難な課題を抱えている人や世帯を相談専門機関がどのように把握して解決のための

支援体制を作っていくかが課題である。 

 

Ｆ 福祉の推進機関について 

○ 「地方公共団体に求める事」について、「介護体制の充実(39%)」が最も高く、次いで「医

療体制の充実(31%)」、「相談支援窓口の充実(31%)」となっており、生活に関連する内容に

加え、相談支援体制についても上位となった。 

また、「交通手段の確保(29%)」「自然災害・除雪対策(24%)」がそれに続いており、本県

の地域課題が現れているといえよう。 

 

○ 福祉の担い手として大きな役割を担う社会福祉法人について問うたところ、「地域にある

社会福祉法人を知っている」人は 25％と 4人に 1人にすぎず、また、「制度に基づく福祉

サービスの実施」以外の地域貢献活動等に対する認知度はまだまだ低くなっており、今後

の取り組みの普及と認知度の向上が期待される。 

 

○ 共同募金の周知については、「広報紙」など紙媒体の活用が多く、今後はホームページを

はじめとする多様な媒体による広報が求められる。 

 

○ 「共同募金は今後どのような活動に重点をおいて活用されるべきか」については以下 5

つの回答が多かった。 

高齢者に関する活動 48.9％ 

子育て支援に関する活動 36.1％ 

障がい者に関する活動 34.9％ 

地域の防災・防犯に関する活動 23.0％ 

災害時の災害ボランティアセンター運営や 

災害ボランティア・NPO活動の支援 

22.3％ 
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Ⅲ 調査の概要 

 A 福祉への関心について  

 

問１ あなたは、福祉にどの程度関心がありますか 

◆「関心がある」全体で 85％ 

 

 「かなり関心がある」23％と「まあ関心がある」62％を合わせて 85％、2013年調査より関

心がある人は微増。男性（81％）より女性（88％）が高いのも前回と同様となっている。全

年代とも７割超だが、18歳～20代においては 2013年調査より 6ポイント増となった。 

 

 

 

問２ あなたは、福祉とはどのようなものだと思いますか  

◆「暮らしやすい社会を築く」今回も最多の 95％ 

 

 今回は選択肢に継続の７項目に加えて、３項目には受動の「されること」も入れ合計 10

項目について聞いた（グラフは継続項目は推移、新規項目は円グラフで示した）。 

「そう思う」と「ややそう思う」を合わせて最も多かったのは前回と同様「暮らしやすい

社会を築くこと」の 95％で、「援助の施設や制度を整備すること」と「身体面での援助をす

ること」が 90％超で続いている。 

「すること」「されること」の両方を尋ねた経済的、身体面、精神面での援助は、いずれも

「すること」がやや高かったものの、大きな差はなかった。 

 

23.1%23.9%
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13.5%

61.5%
59.5%60.1%

56.2%
60.9%61.4%
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問３ あなたは、福祉に関する情報をどんなところから得ていますか。あては

まるものをすべてお答えください 

◆「テレビ・ラジオ」「新聞」が６割超 

 

 「テレビ・ラジオ」68％、「新聞」63％、

「県・市町村の広報誌」53％の上位３項目

が５割を超えている。前回と選択肢が違う

ので一概には言えないが、全般的には減少

傾向の中、「インターネット」は 19％と８

ポイント増えている。特に 18 歳～20 代の

35％を最高に 50 代までは２割を超えてい

る。 

 「新聞」「県・市町村の広報誌」「社会福

祉協議会の広報誌」の活字媒体が、高年層

ほど高くなる傾向と対照的だ。 

 新たな項目「家族・親族」は 32％、「学

校・職場」は 22％だった。 

 

 

問４ あなたは、福祉に対する理解を深めるために、果たす役割が大きいのは

どこだと思いますか。次の中から、3つ以内に絞ってお答えください 

◆「国・県・市町村の行政」88％ 

 

 「国・県・市町村の行政」が断然多く 88％、

以下「社会福祉協議会」47％、「新聞やテレ

ビなどのメディア」41％、「地域」40％、「学

校教育」34％の順で他の項目とは大きく開

いている。 

 年代別では 18 歳～20 代の「学校教育」

が 48％で、「行政」に次いで重視している

ことが目を引く。 

 今回選択肢に新たに入れた「社会福祉協

議会」は高年層が高く、前回「地域」と答

えた層が両者に割れたことをうかがわせる。 
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 B 生きがいやボランティアについて  

問５ あなたは日ごろ、何か社会のために役立ちたいと思っていますか 

◆「思っている」３人に２人 

 

 「思っている」が 66％で男女、

年齢による差異はあまりない。

ただ５年前よりは５ポイント

低下した。「あまり思っていな

い」は 33％で約６ポイント増。 

また「暮らし向き」で見ると、

「思っている」は「下」と答えた人ほど低くなる。特に「下の下」は「思っている」（48％）

を、「あまり思っていない」（50％）が上回る。社会貢献への意識は、生活レベルに左右され

ることが表れている。 

 （注）内閣府の「平成 29 年度社会意識に関する世論調査」（平成 30 年 1 月～2 月面接調査、全国

の 18歳以上の 10,000人対象、有効回収 5,742人、以下「社会意識に関する世論調査」と略）によれ

ば、社会のために役立ちたいと「思っている」63.3％、「あまり考えていない」34.5％となっており、

県民もほぼ同率だ。 

 

 

問６ あなたは、ボランティア活動や NPO活動に関心がありますか 

◆「関心がある」低下傾向の 62％ 

 

 「かなり関心がある」10％と「まあ関心がある」52％を合わせ 62％で前回より６ポイント

減少した。2008年調査から２回連続の低下だが、2013年調査では 20代が最も関心が低いと

いう結果になったが、今回調査では 18歳～20代が 70歳以上、60代に続いて 3番目に高い結

果となった。 

 「関心がある」は男性（59％）より女性（64％）、高年層ほど高い傾向は変わらない。地域

別では東北信より中南信がやや高い。 

 

問７ あなたは現在、ボランティア活動や NPO活動に参加していますか。ある

いは、これまでに参加したことがありますか 

◆「関心がある」低下傾向の 62％ 

 活動への参加は「ある」が 30％と前回並み、年代別では 18歳～20代が 41％と最も多いこ

とが特徴だ。学生もサンプル数は少ないものの 48％と半数近くが経験している。 
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33.4%

27.8%
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 参加したきっかけ  
 

問８ （問７で「ある」とお答えの方におたずねします）ボランティア活動や

ＮＰＯ活動に、参加したきっかけは何ですか。次の中から 3つ以内に絞ってお

答えください 

◆「自発的な意思で」は 38％ 

 

 「学校・地域・職場・団体などで参

加する機会を与えられて」が 74％、と

りわけ 18 歳～20 代と 50 代は８割を超

えている。「自発的な意思で」は 38％、

30代・40代・60代が４割超、職業別で

役員・管理職・自由業が 63％と一際高

い。 

 

 参加しなかった理由  

問９ （問７で「ない」とお答えの方におたずねします）ボランティア活動や

ＮＰＯ活動に、参加しなかった理由は何ですか。次の中から 3つ以内に絞って

お答えください 

◆「参加の場がわからない」43％ 

 

 「自分の生活、仕事が忙しいから」

が今回も断然多い 77％、次いで「どん

な参加の場があるのかわからないから」

43％、「体調が優れないから」23％、「仲

間がいないから」20％と続く。 

 「参加の場がわからない」は、若年

層の 18歳～20代（54％）、30代（49％）

はほぼ半数となっている。  
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問 10 あなたは今後、参加したい社会福祉関係のボランティア活動や、NPO活

動がありますか。あてはまるものをすべてお答えください 

◆「地域の美化、環境保全に関する活動」がトップ 

 

 上位７項目が 29～19％の範囲で

割れている。トップは「地域の美化、

環境保全に関する活動」の 29％、

僅差で「高齢者に関する福祉活動

（話し相手や介護、送迎の運転な

ど）」27％、「地域で気軽に交流でき

る場づくり、地域の拠点づくりに関

する活動」27％、「災害時の復興な

どに関する活動」26％、「教育、文

化、スポーツ振興などに関する活動」

24％と続く。 

 年代別の特徴が表れており、全体

では 7番目の「子育て（乳幼児）に関する活動（子育てサロンや乳幼児の保育・世話など）」

が 18歳～20代（38％）と 30代（35％）は上位に入っている。地域の「美化」や「交流の場」

は 60代以上が中心となっている。 

 「参加したいと思わない」は 16％だが、30代と 70歳以上は２割。 

 2013 年調査でトップだった「災害に遭った人のための活動」（38％）と今回の「災害時の

復興などに関する活動」を比べると 12ポイント低下、しかし選択肢を大きく変えたので単純

には比較できない。 

 

 

問 11 あなたは、子ども食堂、子どもカフェ、学習支援など子どもの居場所づ

くりを推進する取り組みについて、関心がありますか 

◆参加経験３％、「関心はある」70％超 

 

 「参加したことがある」３％、「関心はあるが、参加したこ

とはない」33％、「関心はあるが身近な取り組みを知らない」

38％で「知らない、あまり関心がない」は 24％だった。 

 回答を「関心がある」でまとめると 72％となるが、「知らな

い」でまとめれば 62％となり、まだ浸透していない実情が分か

る。特に男性と 18歳～20代は「知らない、あまり関心がない」

だけで約３割だ。 
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 C あなたや、家族の福祉の課題について  

 

問 12 あなたは、別居している家族（親、祖父母、子ども、孫など）と日ごろ、

どのような付き合いをしていますか。あてはまるものをすべてお答えください 

◆「メールやＳＮＳ」４割超える 

 

 別居している家族と「電話で話しをす

る」63％、「家を訪ねて行ったり来たりす

る」57％、「困ったことがあったら相談し

たり受けたりする」48％と上位３項目は

2013 年調査と同じだった。今回新たに選

択肢に追加した「メールやＳＮＳ（ライ

ンやフェイスブックなど）で話しをする」

は 44％で４番目、中でも 18 歳～20 代は

60％と他の年代より12～30ポイント高い。 

 「電話で話しをする」は 50代以上、「家

を行き来する」は 40代までがトップに挙

げている。 

 また「経済的な支援をしたり、受けた

りする」を除いて、男性より女性の方が

良く付き合っている。 

 

 

問 13 あなたは、老後は誰とどのように暮らしたいと思いますか 

◆「同居か近くに暮らす」がほぼ２割 

 

 「どの子（夫婦）でも良いが同居か近くに暮

らす」が 19％、他の具体的な項目は 10％に満

たない。「何とも言えない・わからない」が 40％

に上り、各年代とも１番多い。 

 2013年調査では「子どもたちとは別に暮らす」

が 19％で、「どの子（夫婦）でも良いが同居か

近くに暮らす」と同率だった。今回意味は同じ

でも「子どもたちとは離れたところで暮らす」

と文言を変えたところ８％に大きく低下、「別

に」と「離れた」という表現の違いが受け取り

方に影響したと思われる。 

 

63.2%

56.6%

48.0%

43.7%

26.4%

24.6%

23.6%

19.4%

3.9%

57.1%

55.9%

49.1%

28.5%

28.4%

25.5%

22.5%

0% 20% 40% 60% 80%

電話で話しをする

家を訪ねて行ったり来たりする

困ったことがあったら相談したり

受けたりする

メールやSNS（ラインや

フェイスブックなど）で話しをする

一緒に旅行をしたりドライブに行く

家事の手伝いや買い物、

身の回りの世話に行ったり来たりする

孫（子ども）を預けたり、

預けられたりする

経済的な支援をしたり、受けたりする

行政や民間の見守りサービスを

利用している

今回

前回

（2013年）

電話で話しをする

家を訪ねて行ったり来たりする

困ったことがあったら相談したり

受けたりする

メールやSNSで話しをする

一緒に旅行をしたりドライブに行く

家事の手伝いや買い物、

身の回りの世話に行ったり来たりする

孫（子ども）を預けたり、

預けられたりする

経済的な支援をしたり、受けたりする

行政や民間の見守りサービスを

利用している

18.8%

7.9%

7.9%

7.7%

7.7%

2.2%

39.7%

18.8%

4.6%

19.4%

11.1%

7.2%

3.0%

29.4%
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どの子（夫婦）でも良いが

同居か近くに暮らす

娘（夫婦）の近くに住む

子どもたちとは

離れたところで暮らす

息子（夫婦）と同居する

息子（夫婦）の近くに住む

娘（夫婦）と同居する

何とも言えない・わからない

今回

前回

（2013年）

どの子（夫婦）でも良いが

同居か近くに暮らす

娘（夫婦）の近くに住む

子どもたちとは

離れたところで暮らす

息子（夫婦）と同居する

息子（夫婦）の近くに住む

娘（夫婦）と同居する

何とも言えない・わからない
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問 14 あなたは、今までに家族の介護をした経験がありますか 

◆「ある」男性 43％、女性 55％ 

 

 

 家族の介護経験が「ある」が５

割を切った。属性で見ると「ある」

は男性 43％、女性 55％、年代で

は高年層ほど高く 60代と 70歳以

上が 68％前後になっている。この

高年層の男女別では 60 代女性が

75％で男性 59％より 16 ポイント

も高く、女性が家族介護の中心的

な役割を担っている。 

 地域別では南信が 56％で最も高く、中信とは 10ポイントの差がある。 

 

 

 介護した相手  

◆「自分の母」48％、「自分の父」38％ 
 

問 15 （問 14 で「ある」と答えの方におたずねします）それはどなたですか。

あてはまる方をすべてお答えください 
 

 介護経験があると答えた 690人に対してその

相手を聞くと、「自分の母」48％、「自分の父」

38％、「配偶者の母」35％、「配偶者の父」23％、

「自分の祖父や祖母」18％の順。 

ただ男性は自分の両親以外が少ないのに対

して、女性は「配偶者の母」が 48％で最も多く、

自分の親と配偶者の親をほぼ同じ割合で介護

している。 

前回と比べて「自分の祖父や祖母」が６ポイ

ント減少しているが、全体的には大きな変化は見られない。 

 

49.9%

43.2%

54.8%

50.1%

56.8%

45.1%

0.1%

0.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

男性

女性

◆ 介護の経験 －性別では－

ある ない 不明

59.2%

62.8%

75.4%

71.2%

40.8%

37.2%

24.6%

28.3% 0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性60代

男性70歳以上

女性60代

女性70歳以上

◆60代・70歳以上の性別× 年代別では

ある ない 不明

48.0%

38.3%

34.9%

23.3%

18.1%

0% 20% 40% 60%

自分の母

自分の父

配偶者の母

配偶者の父

自分の祖父や祖母

◆ 介護した相手は

（上位5項目）

自分の母

自分の父

配偶者の母

配偶者の父
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問 16 あなたは、高齢期の生活の支えについて、中心となるべきものは何だと

思いますか 

◆「自分自身の支え」５ポイント増 

 

 ５年前と比べて「家族の支え」が微減の 38％、「社会全体の支え」はほぼ同率の 24％、「自

分自身の支え」が５ポイント増の 22％となった。「自分自身の支え」は高年層が高く、60歳

以上は４人に１人が選んでいる。 

 2008年調査では「家族の支え」が 50％、「自分自身の支え」は 11％に過ぎなかった。少子

高齢化、単身世帯の増加に伴い家族に頼ることが難しくなっている趨勢を映している。 
 

 

問 17 あなたは老後、寝たきりや認知症になり介護が必要になった場合、どこ

で介護を受けたいと思いますか 

◆「公的な介護保険施設」４割超す 

 

 ５年前と比べると「公的な特別養護老人ホームや老人保健施設などの介護保険施設に入所

したい」が３ポイント増の 41％、「可能な限り自宅で介護を受けたい」が５ポイント減の 25％、

「民間の介護付き有料老人ホームや、認知症高齢者グループホームなどに住み替えて介護を

受けたい」が１ポイント増の 11％となっている。 

 自宅介護が減り、公的施設への入所希望が増える流れが続いている。年代別で自宅介護希

望が多いのは 70歳以上（40％）のみだ。 

 2008年調査では自宅介護希望が 39％、公的施設入所が 35％だったが、この 10年間で完全

に逆転した。 

 

 

 

 

  

49.9%
41.9%

38.3%

24.1% 25.4%
24.1%

10.9% 16.5%
21.5%

10.5% 9.9% 8.4%
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

2008年 2013年 今回

◆ 高齢期の支えの推移

家族の支え

社会全体の支え

自分自身の支え

地域の支え

41.0%

38.1%

34.9%

24.8%

30.0%

39.0%

11.1%

10.0%

6.9%

1.4%

0.8%

1.4%

21.3%

20.3%

16.6%

0.4%

0.8%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回

2013年

2008年

公的な特別養護老人ホームや

老人保健施設などの

介護保険施設に入所したい

可能な限り自宅で

介護を受けたい

民間の介護付き有料老人ホームや、

認知症高齢者グループホームなどに

住み替えて介護を受けたい

その他 何とも言えない・

わからない

不明
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問 18 あなたは、介護が必要になった場合、幸せな生活を送るうえで大切なこ

とは何だと思いますか。次の中から、3つ以内に絞ってお答えください 

◆「経済的な安定」がトップの 73％ 

 

 「経済的な安定」73％、「家族親族との

良好な関係」59％、「心身のケア」57％の

３項目が半数を超え集中している。「経済

的な安定」はほとんどの属性を通じてト

ップ、将来の社会保障に不安を感じてい

る。「家族親族との良好な関係」は 18 歳

～20 代と農・林・漁業が１番目に挙げて

いる。 

 「趣味や生きがい」は 34％、30代以下

の若年層は 40％台で比較的多いが、70歳

以上は 24％にとどまる。 

 

 

 D 地域のつながりについて  

 

問 19 あなたは、お住まいの地域の方々と、どの程度付き合っていますか 

◆「付き合っている」 全体で 67％ 

 

 地域の人々と「よく付き合っている」14.3％と「ある程度

付き合っている」52.3％を合わせ 66.6％、「あまり付き合っ

ていない」26.2％と「まったく付き合っていない」を合わせ

33.3％。濃淡の差はあるが３人に２人が、地域の人々と付き

合っていると答えている。 

 年代別では若い 30代までは「付き合っていない」が過半数、

高年層ほど「付き合っている」が高くなり 60 代以上は 75％

を超えている。職業では農・林・漁業（89.5％）、地域別では

中南信が東北信よりやや高い。 

 （注）「社会意識に関する世論調査」によれば「良く付き合って

いる」18.3％と「ある程度付き合っている」49.4％の小計 67.7％、「あまり付き合っていない」25.3％

と「全く付き合っていない」6.8％の小計 32.1％で、県民の方がやや付き合いが薄い。 

 

 

 

よく付き

合っている
14.3%

ある程度

付き合って

いる
52.3%

あまり

付き合って

いない
26.2%

まったく

付き合って

いない
7.1%

不明
0.1%

72.8%

58.7%

56.8%

34.4%

31.8%

9.6%

8.5%

6.4%

0% 20% 40% 60% 80%

経済的な安定

家族親族との良好な関係

心身のケア

趣味や生きがい

気軽に相談できる人の存在

地域で気軽に交流できる場

近隣との良好な関係

仕事や役割

経済的な安定

家族親族との良好な関係

心身のケア

趣味や生きがい

近隣との良好な関係

仕事や役割
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問 20 あなたは、お住まいの地域の行事や活動に、どの程度参加していますか 

◆参加が６割近く 

 

 「かなり参加している」14％と「ある程度参加している」46％を合わせ、参加が６割と、

５年前調査とほぼ同じであった。参加度は男性 64％に対して女性 56％でなお男性が多い。18

歳～20代は「参加していない」が 74％、30代も 59％に上る。一方 40代以上は「参加してい

る」が 60％以上と年代間の違いが、依然大きい。 

また職業別では役員・管理職・自由業、商工・自営業、農・林・漁業が参加 70％以上で他

業種に比べ高い。前問の結果を反映して地域別でも中南信が東北信より参加している。 

 

 

問 21 地域での支え合いや助け合いで、あなたの関わり方はどのような状態で

すか 

◆「助け合う」のは４人に１人 

 

 ７つ挙げた選択肢で「助け合う」状態は、「気の合う地域住民で、困ったときに助け合う」

14.2％と「地域住民全員で、困ったときにお互いに助け合う」10.3％の２項目で合わせて

24.5％となった。自身が実際助け合っているのは４人に１人ということになる。70歳以上で

も 32.9％、３人に１人にとどまっている。 

 最も多かったのは「助け合うまではしないが、挨拶を交わす」の 21.2％で、助け合うまで

はしないが「行事に参加」「自治会活動に参加」「世間話や立ち話」が 10％台で割れている。

助け合うまではしないでまとめると 68.7％となった。 

  

10.3% 14.2% 16.1% 17.3% 14.1% 21.2% 5.5%

0.8%

0.5%

助け合う 助け合うまではしないが－

その他

地域住民間での付き合いがない気の合う地域住民で、困ったときに

自治会活動には参加する

地域の行事や催しに参加する

世間話や立ち話をする 挨拶を交わす地域住民全員で、困ったときに
不明

13.9%

16.9%

45.7%

46.6%

28.0%

24.8%

12.2%

10.6%

0.1%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回

前回

（2013年）

かなり参加している ある程度参加している あまり参加していない まったく参加していない 不明
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問 22 地域での支え合いや助け合いで、あなたが、望ましいと思う関わり方は、

どのような状態ですか 

◆「助け合う」が 62％ 

 

 ほぼ同じ選択肢で今度は望ましいと思う関わり方を尋ねると「地域住民全員で困ったとき

に助け合う」42.7％、「気の合う地域住民で困ったときに助け合う」19.1％を合わせ、助け合

うが 61.8％に上る。理想と現実（実際に助け合っているのは 24.5％）のギャップが表れた結

果となった。 

 助け合うまではしないが「行事や催しに参加」「自治会活動には参加」「世間話や立ち話」

「挨拶を交わす」は合わせて 35.4％。 

 

（注）「社会意識に関する世論調査」によれば「住民全ての間で困ったときに互いに助け合う」41.5％、

「気の合う住民の間で困ったときに助け合う」26.1％であり、県民の方が数字的にはやや低い。困っ

たときに助け合うことまではしなくても「行事や催しに参加」「世間話や立ち話」「あいさつを交わす」

を合わせ 30.1％。なお内閣府の調査には「困ったときに助け合うことまではしなくても自治会活動に

は参加」はなく選択肢は６項目。 

 

 

問 23 10 年前と比較して、地域のつながりはどのようになっていると感じて

いますか 

◆半数近くが「弱くなっている」 

 

 地域のつながりが「やや弱くなっている」28％と「弱くなっ

ている」19％を合わせ 47％が弱体化を感じている。これは若年

層の方が強く感じており、18歳～20代が 58％、30代が 56％と

過半数に対して 40 代以上は半数に満たない。東信は 52％で他

の３地域より、弱体化を感じている。 

 「強くなっている」「やや強くなっている」は合わせても 10％

に過ぎない。 

 「変わらない」が 41％、40代以上はいずれも４割台である。 
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不明
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 強くなっている理由  
 

問 24 （問 23で①・②とお答えの方におたずねします）その理由は何だと思い

ますか。あてはまるものをすべてお答えください 

◆「親交」「親近感」が上位に 

 

 地域のつながりが強くなっていると感

じている 132 人に聞いたその理由は「親

交を深める機会が多い」65％、「地域に対

する親近感が強い」52％が中心で、他の

項目とは大差がある。その中で「女性の

地域活動への参加機会の増加」を挙げた

人が 21％いた。 

 

 

 

 

 

 弱くなっている理由  
 

問 25 （問 23で④・⑤とお答えの方におたずねします）その理由は何だと思い

ますか。あてはまるものをすべてお答えください 

◆「親近感の希薄化」ほぼ７割 

 

 地域のつながりが弱くなっていると感

じている 649 人に聞いたその理由は「地

域に対する親近感の希薄化」が 69％で圧

倒的に多い。これは全年代や地域を通じ

て共通認識となっている。 

 次いで「親交を深める機会がない」「他

人の関与を歓迎しない風土」「住民数の減

少」の３項目が約 40％で並んだ。「住民数

の減少」は特に農村・中山間地域住民

（54％）が指摘している。 
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問 26 あなたは、お住まいの地域で安心して暮らすために、地域の住民相互の

支え合いや助け合いの必要性について、どのように考えていますか 

◆「ある程度は必要」75％に 

 

 2013 年調査に比べて「かなり必要」が約 20 ポイント減の 16％、「ある程度は必要」が約

16ポイント増の 75％となった。必要性の全体では４ポイントの微減だが、積極的な姿勢が大

きく後退した。性別や年代、職業を問わずほぼ共通の答えとなっている。 
 

 
 

 E あなたがお住まいの地域で、困っていることについて  

 

問 27 あなたは、ふだんの暮らしや家庭生活で、困りごとや悩みがありますか。

あるとすれば、それはどんなことですか。あてはまるものをすべてお答えくだ

さい 

◆「病気や健康」「生活費」「介護」 

 

 15 項目の具体的な選択肢を提示して聞いたと

ころ、全般的には分散した印象となった。「病気

や健康に関すること」27％が最も多く、「生活費

に関すること」19％、「介護に関すること」18％、

「雇用・就労に関すること」15％、「住まいに関

すること」13％と続きこの５項目が 10％を超えて

いる。 

 年代別に見ると 18歳～20代と 40代は「雇用・

就労に関すること」、30 代は「子育てに関するこ

と」、50 代は「介護に関すること」、60 代以上は

「病気や健康に関すること」が一番の困りごと、

悩みとなっている。 

 「特にない」は 38％だが、18歳～20 代は半数

近い 49％。  
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問 28 あなたは、困りごとや悩みがあった時、家族以外に相談するとすれば、

どこに相談しますか。次の中から、3つ以内に絞ってお答えください 

◆「友人・知人」67％、「親族」57％が中心 

 

 「友人・知人」67％、「親族」57％の上位２

つとは 30ポイント以上開いて「市町村など行

政の窓口」22％、「行政の設置する相談支援機

関」15％、「職場」13％が続く。 

 上位２項目は各属性とも共通だが、40代ま

での若い層は３番目に「職場」、50 代以上は

「市町村などの行政の窓口」を挙げている。 

 新たな選択肢として入れた「インターネッ

ト・ＳＮＳ」は６％に過ぎないが 18 歳～30

代までは 13～14％で、他の年代より多い。 

 「相談する場所がわからない」（２％）、「他

の人に相談しない」（４％）は少数だった。 

 前回までの調査と選択肢が違うので単純な比較はできないが、上位の順番は変わりない。 

 

問 29 あなたがお住まいの地域には、ふだんの暮らしや家庭生活で、困りごと

や悩みを抱えている方はいますか。いる場合、それはどんなことですか。あて

はまるものをすべてお答えください 

◆把握しているのは 35％ 

 

 回答者のうち「わからない」42％、「自分の

周りにはいない」20％、「不明」３％なので把

握している人は 35％となる。把握している人の

中では「介護に関すること」「病気や健康に関

すること」が 15％で並び「雇用、就労に関する

こと」と「生活費に関すること」が９％で続く。

「住まいに関すること」「障がいに関すること」

「家族との関係性」「地域との関係性」「子育て

に関すること」は５％前後。 

「わからない」は 40代までが５割を超すなど全ての年代で最も多い。  
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問 30 （問 29で①～⑯のいずれかに○を付けた方におたずねします）あなたが

お住まいの地域には、困りごとを相談機関に相談しても、解決が難しいと感じ

る状態の方はいますか 

◆全回答中 7％(95名)が「いる」と回答 

 

 前問で困りごとを把握している人に、さらに詳しい状態を

聞いた。相談しても解決が難しい人が「いる」「いない」が

20％前後で拮抗、「わからない」が 54％と過半数を占めた。

状況を良く知っていると思われる「いる」は 40 代～60 代が

２割を超えている。また地域別でも中南信は２割を超え、東

北信より高い。 

 「いる」は回答者全体で見ると７％に当たる 95 名であり、

地域の中で、相談しても解決が難しい人が７％いることにな

る。 

 

 

 

問 32 近所に一人暮らしの高齢者や障がい者がいる場合、あなたなら、どんな

支援をすることができますか。次の中から、3つ以内に絞ってお答えください 

◆「簡易な手伝い」「見守りや相談」 

 

 「ごみ出し、電球交換などの日常生活上

の簡易な手伝い」43％、「日常の見守りや相

談にのる」42％、「災害時など非常時の避難

誘導」36％、「近所付き合い・孤独やさみし

さの解消」32％の４項目が３割を超えた。 

 ５年前調査と比べると３番目と４番目が

入れ替わったが、上位項目は共通となって

いる。「食事の世話」や「介助・介護」は２％

台にとどまる。支援は全般的に低下傾向が

見られ、「特にない」が６ポイント増の 11％

となった。 
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 F 福祉の推進機関について  

 

問 33 あなたは、お住まいの地域で生活するにあたり、地方公共団体（県や市

町村）にどのようなことを求めますか。次の中から 3つ以内に絞ってお答えく

ださい 

◆トップは「介護体制の充実」 

 

 選択肢として 18 項目を提示して重視すべき３つ

を挙げてもらったところ「介護体制の充実」39％、

「医療体制の充実」31％、「相談支援窓口の充実」

31％、「交通手段の確保」29％、「自然災害・除雪対

策」24％、「情報提供の充実」23％の順番となった。

男女、年代別で見ても集中より各項目に分散してい

る形だ。 

 

 （注）前回は「老後を安心して過ごすために、地方公

共団体（県や市町村）にどのようなことを求めますか」

と尋ね「介護保険制度」が 33％でトップ、「在宅福祉」

「自然災害対策」が上位だった。今回は「老後」から「お

住まいの地域で生活するにあたり」と文言と選択肢を変

えているので、あくまで参考となる。 

 

問 34 あなたは、お住まいの市町村の社会福祉協議会を知っていますか 

◆「知っている」 やや減の 43％ 

 

 「知っている」43％、「聞いたことはあるが内容は知らない」34％、「知らない」が 22％。

2013 年調査から「知っている」が約６ポイント減、「知らない」が約５ポイント増となり、

認知度がやや後退している。 

 「知っている」は高年層が高く 60 代以上は半数を超えるのに対して、18 歳～20 代と 30

代は 20％前後にとどまる。また農村・中山間地域住民や、居住年数が 26 年以上の人は過半

数が「知っている」。 
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 知っている活動の内容   
 

問 35 （問 34で「知っている」とお答えの方におたずねします）市町村の社会

福祉協議会の活動で、知っているものをすべてお答えください 

◆「ボランティア」「介護保険」「心配ごと相談」上位は不変 

 

 市町村の社会福祉協議会を「知っている」と

答えた 601人に聞いたその活動は「ボランティ

ア活動の推進」「介護保険（ホームヘルプなど）

事業」「心配ごと相談」が 57％台で並び、「福祉

用具の貸し出し」53％までが５割を超えている。 

 性別や年代別で見ても、この４項目がほぼ上

位に入っている。 

 ただ 2013 年調査に比べて、全般的に数字が

低下しており前問の認知度の後退と併せ、活動

の周知にも課題がある。 

 

 

 

 

問 36 あなたは、お住まいの地域にある

社会福祉法人（ただし、社会福祉協議会を除きます）を知っていますか 

◆「知らない」が 73％ 

 

 社会福祉協議会を除いた社会福祉法人については二者択一

で聞いたところ「知っている」が 26％で、「知らない」が 73％

に上る。「知らない」は性別や年代、地域別でみても７割以上

で全県ほぼ同じ認識となっている。 
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 社会福祉法人のイメージ  
 

問 37 （問 36で「知っている」とお答えの方におたずねします）お住まいの地

域の社会福祉法人には、どのようなイメージをお持ちですか。あてはまるもの

をすべてお答えください 

◆「福祉制度に基づくサービス」以外の認知度は低い 

 

 社会福祉法人を「知っている」と答え

た 359人に聞いたそのイメージは「介護・

障がい者・子どもなどの福祉制度に基づ

く福祉サービスを実施している」が 81％

と圧倒的に多い。大きく開いて「地域の

様々な福祉課題の解決や地域づくりにも

取り組んでいる存在である」32％、「自分

の近隣で何か困ったことがあった時に、

相談できそうな窓口がある」21％となっ

ているが、トップの「制度に基づく福祉

サービス」以外はあまり把握されていな

いようだ。 

 

 

問 38 あなたは、共同募金（赤い羽根募金）の目的や使い道などについて、ど

のようなもので見聞きしましたか。あてはまるものをすべてお答えください 

◆「自治体の広報紙」「共同募金の広報紙」が中心 

 

 「自治体の広報紙」46％、「共同募金の

広報紙」37％「テレビ」34％、「社会福祉

協議会の広報紙」25％、「新聞・雑誌」23％

の順番で他は 10％に満たない。 

 2013年調査と比べると「テレビ」と「社

会福祉協議会の広報紙」が約５ポイント

増減で順番が入れ替わった。各媒体とも

に高年層が高くなる傾向は共通だ。 

 「わからない」12％と「見聞きしたこ

とはない」９％を合わせて２割程度が、

目的や使い道を把握していないことにな

る。 
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問 39 共同募金（赤い羽根募金）は、長野県内で、下記のようなことに活用さ

れていますが、今後、どのような活動に重点をおいて活用されるのがよいと思

いますか。次の中から、3つ以内に絞ってお答えください 

◆約半数が「高齢者に関する活動」 

 

 「高齢者に関する活動（地域交流、サ

ロン・居場所、配食・会食、買い物の生

活支援）」49％、「子育て支援に関する活

動（サロン・居場所、乳幼児の保育、学

童保育、相談活動など）」36％、「障がい

者に関する活動（地域交流、就労支援、

手話・点字の活動、スポーツ活動など）」

35％が上位３に挙げられている。 

 「高齢者に関する活動」は 40代以上や

65 歳以上の同居家族が３人以上の人が、

「子育てに関する活動」は 18歳～30代や

居住年数が10年までの人が最も望んでい

る。 

 （注）2013年調査は選択肢が違うので比較

できないが「お年寄りへの福祉サービス」「子ども支援」が 30％で上位だったので、思いは同じと言

えるようだ。 
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